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実施結果報告書
20yy年mm月dd日
クラウドサービス事業者名
（取締役会等） 御中[footnoteRef:1] [1:  宛先は状況に応じて適宜、修正する。例えば、代表取締役社長、事業部長等が考えられる。] 


監査機関名
業務執行責任者名


当法人は、○○株式会社からの依頼に基づき、情報セキュリティ監査基準、ISMAP情報セキュリティ監査ガイドライン及び標準監査手続（以下、「情報セキュリティ監査基準等」という。）に準拠して本制度における監査業務を実施した。
本制度における監査業務は、ISMAP運営委員会が行うISMAPクラウドサービスリストの登録審査において、登録審査の対象となるクラウドサービスに関して、ISMAP管理基準に基づいた情報セキュリティに係る内部統制を整備及び運用の状況を確認するために、クラウドサービス事業者の依頼に基づいて、監査機関が情報セキュリティ監査基準等に準拠して手続を実施し、その結果を事実に即して報告する目的で実施された。


1.業務依頼者の責任
業務依頼者たるクラウドサービス事業者の経営者は、言明の対象となるクラウドサービス、すなわち、ISMAPクラウドサービスリストへの登録申請を行うクラウドサービスに関して、当該サービスの内容及びセキュリティリスク分析の結果を踏まえて、ISMAP管理基準に準拠して統制目標及び詳細管理策を選択して必要な統制を整備するとともに、対象期間にわたりそれらを有効に運用していることを言明する責任を有している。これらに加えて、業務依頼者は、ISMAP情報セキュリティ監査ガイドライン4.1.1(1)②に定める責任を負う。

2.業務実施者の責任
当法人は、業務依頼者が本制度における監査業務の実施を依頼した目的に即して、情報セキュリティ監査基準等に準拠して本制度における監査業務を実施し、その実施結果を業務依頼者に報告する責任を有している。
業務実施者は、標準監査手続に準拠して業務依頼者が言明する統制に対して手続を実施する責任を負うが、その結果として関連する統制目標の有効性や手続実施結果から導かれる結論の報告を行う責任は負わない。

3.ISMAP運営委員会の責任
ISMAP運営委員会は、実施結果報告書を含むサービス登録に必要となる申請書類を業務依頼者から受領し、ISMAPクラウドサービス登録規則に基づいてISMAPクラウドサービスリストへのクラウドサービスの登録審査を行う責任を有している。

4.実施した本制度における監査業務（以下、「本業務」という。）の概要
　本業務の概要は、以下のとおり。
· 本業務の対象クラウドサービス名：○○クラウドサービス
· 本業務の対象範囲：○年○月○日付の○○クラウドサービスの言明書のうち、「１．言明の範囲と対象期間　（４）対象管理策とクラウドサービス事業者の統制内容」に記載されている詳細管理策に紐付くクラウドサービス事業者の統制
· 言明内容のうち、本制度における監査業務の対象となる期間：20yy年mm月dd日～20yy年mm月dd日

5.本業務の実施結果
当法人は、標準監査手続に準拠して手続を実施した。
手続の実施結果は別添１のとおり。

（業務依頼者が除外した統制目標または詳細管理策がある場合）
言明書又は言明書の別添に除外理由が記載されていることを確かめた。手続の実施結果は別添１のとおり。なお、当法人は、当該除外理由の妥当性の評価について責任を負わない。

（標準監査手続のうち、実施できなかった手続がある場合）
標準監査手続のうち、実施できなかった手続及びその理由は別添１のとおり。

本制度における監査業務の手続を実施した結果、発見事項は以下のとおりである。
発見事項の定義は、ISMAP情報セキュリティ監査ガイドライン4.7.1に定めるとおりであり、業務実施者は、事実に即して発見事項を報告する責任を負うが、入手した証拠の十分性及び適切性を決定するための発見事項の評価は実施せず、また、特定の事実が発見事項に該当するか否かについて、いかなるISMAP管理基準の要求事項の解釈に基づく判断や、重要性に関する判断も実施しない。

	No
	詳細管理策番号
	発見事項内容

	1
	x.x.x.x
	XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX

	2
	x.x.x.x
	XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX

	3
	x.x.x.x
	XXXXXXXXXXXXXXXXXXXXX




6.本制度における監査業務の特質
当法人が実施した本制度における監査業務は、ISMAP運営委員会が行うISMAPクラウドサービスリストの登録審査において、登録審査の対象となるクラウドサービスに関して、ISMAP管理基準に基づいた情報セキュリティに係る内部統制の整備及び運用の状況を確認するために、クラウドサービス事業者の依頼に基づいて、監査機関が情報セキュリティ監査基準等に準拠して手続を実施し、その結果を事実に即して報告することを目的としている。業務実施者が作成した実施結果報告書は、サービス登録申請書の添付資料としてクラウドサービス事業者によってISMAP運営委員会に提出され、ISMAPクラウドサービスリストへの登録審査を行う際に参照する資料として利用される。
このため、本制度の監査業務において、業務実施者の報告は、手続実施結果を事実に即して報告するのみにとどまり、手続実施結果から導かれる結論の報告も、保証も提供しない。また、本制度における監査業務は、結論の基礎となる十分かつ適切な証拠を入手することを目的とはしておらず、保証業務とはその性質を異にするものである。さらに、業務実施者は、本制度における監査業務において、重要性の概念の適用やリスク評価に基づく手続の決定は行わず、また、業務実施者の報告に基づき実施結果報告書の利用者が不適切な結論を導くリスクの評価は行わず、実施した手続や入手した証拠の十分性についても評価しない。

7.配布及び利用制限
本報告書は、クラウドサービス事業者がISMAPクラウドサービスリストへの登録申請を行う際の添付資料として使用するために作成されたものであり、業務依頼者、制度所管省庁、ISMAP運営委員会及びISMAP運用支援機関のみに配布及び利用が制限されており、サービス登録審査の他、ISMAP監査機関登録規則に規定する審査及びモニタリングにおいて必要な範囲で利用される場合を除き、他のいかなる目的にも使用してはならない。

以 上

